
現場からの医療改革推進協議会
医療事故ワーキンググループ

代表　上　昌広

2007年6月20日
日本医学会

チェック＆バランス による
自律的解決の実現

ー民間シンクネットからの対案提出ー



「明らかな過失は警察へ行くということで
　そのタイミングとして気になるのは
　刑事の証拠をキッチリ残していただけるか。」
前田座長がやはり強引に取りまとめる。
「届け出を義務化する。
　刑事がしっかり噛む。
　振り分けは医療が行う、
　というところまではまとまったので
　ここからは警察への通報のタイミングなど
　突っ込んで組織に肉付けしていければと思う」

厚労省検討会での前田座長発言６月８日
第３回「診療行為に関連した死亡に係る死因究明等の在り方に関する検討会」

http://lohasmedical.jp/blog/2007/06/post_695.php



現場の医療者たちは第三者機関ができた後で
きちんと運用されると全く信じていない。
なぜなら、立件しないという保証は
厚生労働省の検討会だけから出てくるはずもなく
厚生労働省が汗をかいて検察と調整する必要があるからだ。

福島県立大野病院事件のような
検察の凡ミスへの働きかけすらしない以上
第三者機関を作って
調査と処分の権限を一手に握った厚生労働省が
きちんと正義を実現する保証など、どこにもないではないか。
検察へ働きかけられないのなら
第三者機関は厚生労働省の管轄外に置くべきである。

ロハス・メディカル発行人 川口恭氏の
検討会傍聴記録

http://lohasmedical.jp/blog/2007/06/post_695.php



「診療行為に関連した死亡に係る死因究明等の在り方に関する検討会」

厚労省は刑事罰を念頭に制度設計

座長：前田 雅英 氏
 刑法学者 
 実務・現場経験の
　ない研究者
 厳罰主義者 

歴任
・日本刑法学会理事　
・警察大学校特別捜査幹部研修所講師
・警察庁政策評価研究会委員長
・警察庁総合セキュリティ対策会議委員長
・警察庁「少年非行防止法制の在り方に関する
　研究会」座長
　　　　　　　　　　　　　　　　ウィキペディアから抜粋



厚労省への対案を書けない医療界

http://www.mhlw.go.jp/shingi/2007/04/dl/s0420-11a.pdf
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厚労省試案
　　　　　　　　　平成19年3月 

１．策定の背景
２．診療関連死の死因究明を行う
　　組織について
３．診療関連死の届出制度の
　　あり方について
４．調査組織における調査の
　　あり方について
５．再発防止のための更なる取組
６．行政処分、民事紛争及び
　　刑事手続きとの関係

意見陳情しかできない医療界

日本医師会提言
平成19 年５月

 提言 I　医師法21条の改正
「ただし、医療に関連する死亡の場合
　には、保健所への届出をもってこれ
　に代えることができる。」

 提言 II　
　今後とも謙抑的姿勢の伝統を
　堅持されることを強く要望する。

 提言 III
　保健所段階で死体検案書を
　発行できなかった事案について
　審査・評価する機構を設置する。

http://www.mhlw.go.jp/shingi/2007/04/dl/s0420-11a.pdf http://www.mhlw.go.jp/shingi/2007/05/dl/s0511-3k.pdf
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調査組織が唯一絶対の評価を権威づ
け、専門家の意見を阻害
調査組織と行政処分者が同じため、
評価が行政処分に直結
調査組織（公務員）は刑事事件報告
漏れを恐れ、警察への届け出が増加
する傾向に
警察は公的組織からの届け出は捜査・
送検せざるを得ない
刑事処分の増加が予想される

　　→ 医療不信の増大 → 悪循環
患者・医療者の自律的ニーズに応え
ない
誰のための解明か
　　　　患者・医療者 or 行政 ?
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多様性と情報公開の徹底で
チェック＆バランスを実現

患者・家族・病院が主体的に解明
の依頼先を選択
→ 当事者の自律的ニーズに応え
る多様な選択肢
解明機関への不服申立、
他の専門家へ問い合わせ

　 →多様な意見
専門家が調査ノウハウをもち、
互いにチェック
結果を患者・家族・病院に
フィードバック
患者は民事・行政・司法へも
訴え可能
患者の医学的・法的サポートが
可能
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　本質は「届出」ではなく
 「業務上過失致死罪」
・21条違反単独で
　刑事訴追された例はない
・業務上過失致死罪があるから
   21条の存在意義がある

刑法の考え方
・医療を刑事罰から除外できない
（病院での殺人も捜査できなくなる）
・警察としては
　医療を刑事罰から除外しない限り
　医療を21条から除外できない

医師法21条の考え方

・死体を解剖して異状を認めたとき
　警察へ届け出る義務には罰則がない（死体解剖保存法１１条）
・公務員の告発義務には罰則がない
・医師法１９条（応召義務等）の罰則は戦後、削除された

21条の罰則を削除すべき
と主張するのが現実的
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